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Ⅰ　問題

1．なぜ，質問力の育成に注目するのか。
　多くの国が産業基盤の経済から情報基盤の経済
に変化していく中，教育制度も変革が迫られてい
る。そこで期待されているのが，子どもたちの
21 世紀スキル習得を支援することである。21 世
紀スキルとは，21 世紀という海原を航海してい
くために不可欠なスキルである。2009 年 1 月に
ロンドンで開催された「学習とテクノロジの世界
フォーラム」において立ち上がった「21 世紀型
スキルの学びと評価プロジェクト（Assessment 
and teaching of Twenty-First Century Skills 
Project （ACT21S））」では，このスキルについ
て，思考の方法，働く方法，働くためのツール，
世界の中で生きるという 4 つのカテゴリーに分
類される 10 個のスキルを定義している（三宅，
2014）。
　思考の方法についてのスキルとして，「創造性

とイノベーション」，「批判的思考，問題解決，意
思決定」，「学び方の学習，メタ認知」の 3 つのス
キルが指摘されている。ここでは，これまで一般
的に求められてきた他者から与えられた問題に対
して効果的な解決を導き出せるだけでなく，自ら
問題発見し有望なアイディアへ発展させるような
協調的問題解決場面が想定されている。そこで発
揮されるのが自分の思考を深めるだけにとどまら
ず，問題発見し新たな可能性を生み出し，協調的
問題解決場面において問いを投げかけ，そのやり
とりを創造的なものにするような質問力である。
今後，21 世紀を生き抜くために，子どもたちの
質問力をはぐくむことは，教育界の重要な課題の
一つといえる。
2．質問行動研究の課題
　本研究で注目する「質問力」の背景にあるの
は，教室での質問行動についての研究である。こ
こでの，質問行動とは，授業中に授業の内容など
に，質問を思いつくこと，質問を他者にすること
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を指しており，教室における質問行動は，大きく
2 つに大別できる（生田・丸野，2005）。一つは，
援助要請行動（academic help seeking）研究と
して位置づける研究である。この場合，教師が提
示した課題に，学習者が解答するという問題解決
場面が想定されており，与えられた課題により効
率よく答えるための質問に注目し，質問を思いつ
くかいないか，質問をするかしないかについての
議論がされている。もう一つは，学習方略として
の自己質問（self-questioning）研究である。この
場合，質問を学習方略の一つとして意識的に生成
することによる学習理解の促進に注目し，その効
果についての検討がなされ，質問トレーニングな
どが取り組まれている。
　これまでの研究の結果，援助要請行動研究につ
いては，抑制・促進する要因については検討が進
み，環境が整えば質問の数は増加することが示さ
れた。しかし，質問の質については十分に言及で
きず，レベルの低い質問を作り続けても，学習
理解や思考の活性化につながらない可能性が指
摘される。また，自己質問研究では，先行研究
の King（1990）らの研究で用いられた語幹リス
トのトレーニングなどを実施したが，King らも
指摘するように，その場面では利用するが，その
後は利用しなくなるケースが多いことが指摘でき
る。つまり，質問のトレーニングだけでは，質問
をあらゆる場面で効果的に利用できるような，問
題発見を主体的に行う学習者にはなれないという
ことである。
　例えば，生田・向井（2012）は，大学の講義

（学校心理学）の受講生 149 名を対象に，学生の
記述する質問について検討した結果，授業におい
て質問を記述するが学生が増加すること，その中
でも，授業内容に関係する学生が増加することを
見出した。しかし一方で，すべての授業において
質問を記述しない学生やほとんど質問をしない学
生も多く，学生の自発性に任された質問の場を用
意するだけでは不十分で，質問作成の指導などの
教育的な関わりが必要であることを指摘してい
る。
3．学生の質問力向上の授業法等の開発に向けて
　 道 田（2012） は，Ennis（1989） の 批 判 的 思
考教育におけるイマージョンアプローチとイン
ヒュージョンアプローチ議論をもとに，イマー
ジョンアプローチ的なやり方を提案している。イ
マージョンアプローチとは，一般原則は明示せず
に思考を誘発するようなやり方で教える方法であ
る。従来の方法では，授業のおわりの振り返りの

時間にリアクションペーパーなどに質問を記述す
るようもとめる「質問書方式（田中，1999）」な
どが該当する。一方，インヒュージョンアプロー
チは，教科以外の内容として質問語幹などの一
般原則を指導する「質問語幹リスト法（King，
1990）」などが該当する。
　本研究では，道田（2011）が主張と同様に，イ
マージョンアプローチ的なアプローチをとる。な
ぜなら，思考につながる質問を出すのに質問語幹
リストが必要かという点にも疑問が残ることや，
教科以外の内容を授業に組み込むことなく，しか
も学生が自分の力で質問する力を高めるという意
味でイマージョンアプローチ的なやり方の方が望
ましいと考えられるからである。
　しかし，イマージョンアプローチによるこれま
での実践にも課題がある。授業の振り返りを学生
にさせるものは多いが，その振り返りを授業の中
で活かしたものは少ない。例えば，振り返りの中
で，質問を書くことは求められるが，その質問に
ついて自分なりの答えを書くこと（自問自答する
こと）が求められることはなかった。そのため，
もし教師が学生の問いを全体で取り上げるか，個
別に応答するかしないならば，質問生成したもの
の活用されることがないということも少なくな
い。また多くの場合，一方的なフィードバックに
なりがちで，集約されたものがプリントとして配
布されるか，短時間での口頭による解説があるか
のどちらかである。従来の授業では，質問する
こと（Q）は求めたが，自問自答すること（QA）
は求めていない（図 1）。
　また，従来の授業のフィードバック（FB）で
は，十分な時間がとられておらず，講義の内容と
の関連づけの説明が不十分だった。そのため，そ
の質問がどういう意図なのか，その答えについて
ほかに考える余地がなかったのかなど，自問自答
のプロセスについて検討し，共有されることはな
かった。このような状況では，質問力の向上や知
識理解の深化は期待できないと考えられる。小野
田・篠ヶ谷（2014）も，授業内容の理解深化を促
すためには，ただリアクションペーパーを書かせ
るのではなく，知識を関連付けて授業内容を拡張
する記述や，高次質問の生成を促す工夫が求めら
れると指摘している。
　日常世界に置き換えても，本来，質問生成（問
題発見）をするだけでは意味がなく，その質問に
ついて自ら答えを模索する（問題解決）活動が伴
う必要があるのだが，これまでの研究は，自ら答
えを模索する過程を含めた視点が欠如していたの
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ではないかと考えられる。つまり，自己発問によ
る自問自答を繰り返す活動（探究する活動）に注
目して，その過程に働きかけることで，質問力を
向上させる必要があるのではないかと考えられ
る。この反省点をもとに，講義の中で学生の自問
自答する機会を増やすとともに，自問自答した内
容についてのフィードバックを，次の授業におい
て十分に行うことができる授業構成を提案し実施
する。
4．本研究の目的
　本研究では，「日常的な大学での授業（講義）
において，自己発問による自問自答を繰り返す活
動を促すことで，特別なトレーニングを行わなく
ても質問力を向上できるのではないか」という問
題設定のもと研究を行うこととする。

Ⅱ　方法

1．授業の概要
　教員養成系大学において，筆者が選択科目とし
て開講している半期 15 回の講義「モチベーショ
ンの心理学」（受講生 126 名，3 年生 110 名，4 年
生 16 名）を対象とした。
　毎時間の流れは以下の通り（図 1 参照）。①前
回の自問自答のフィードバック（フィードバック
シートを作成配布し，約 20 分解説する。フィー
ドバックシートには，前回の学生の自問自答の中
から筆者が代表的なものを選択し，一回あたり
20 例ほど掲載した。），自問自答の例「モチベー
ションを高めるような目標をクラスで設定すると
き，教師ができる働きかけは？」「高すぎる目標
を設定してしまうと，行動を起こすまでの時間や
達成までの期間などが長くなってしまい，やる気
を維持させるのも難しくなる。目標を設定する際
は，ゴールの見えるようなもの，かつ教師からの
押し付けにならないようなものにする。」②フィー

ドバックシートをもとに回答してみたい他者の質
問を選択し回答する（約 5 分間他問自答する）③
本時の講義（約 45 分），④本字の講義についての
自問自答（左欄に質問，右欄にその回答を約 10
分間記述させた。必ず一つは書くように指示し，
複数の自問自答も推奨した。）。
2．授業における自己発問の効果の評価
（1）質問の生成量の変化
　道田（2011）を参考に，1,000 字前後の文章題
材を 2 種類用意した。受講者は心理学に関心のあ
る学生が多いと考えられることから題材も心理学
に関連するものとした。ただし，授業において中
心的に取り扱われる動機づけや学習に関する内容
以外のものとなるようにした。具体的には，一
つは「ギャングエイジ」，もう一つは「アイデン
ティティの確立」に関する内容であった。事前テ
ストは，ランダムに配布し，「できるだけたくさ
ん質問を考えてみてください」と教示し，質問を
記入させた。事後テストでは，事前テストでやら
なかったほうの文章を受講生ごとに配布し，同様
に質問を書かせた。
（2）認識論的信念の変化
　道田（2011）では，質問の生成量の変化ととも
に，質問態度の変化について検討を行っている。
質問生成量の変化には，質問生成を規定する要因
の変化が不可欠と考えられる。規定する要因につ
いては，さまざまな要因が検討されているが，本
研究では，認識論的信念に注目する。認識論的信
念のあり方は，個人の学び方の選択に影響を及ぼ
すものである（野村・丸野，2014）。例えば，知
識は，様々な経験の中で絶えず修正・構成された
り，その適用範囲も状況等によって変化したりす
るといった認識論的信念（各人が暗黙に持ってい
る知識や知ることの性質についての信念）を持っ
ている者は，これまでに得た知識と矛盾する状況
に出会ったとしても，知識に一致するように，そ

図 1　本研究の授業の展開の特徴
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の状況を歪曲して解釈せず，必要に応じて自己
の知識を修正・更新していくだろう（奈田・堀，
2014）。そのような相対主義的認識論的信念を
持っている場合，積極的に自己発問を利用し，自
身の知識を精緻化（修正・構成）していくと考え
られることから，認識論的信念は，質問生成を規
定する要因の一つととらえることができる。
　本研究では，認識的信念尺度（野村・丸野，
2014）を使用した。尺度は，全 23 項目（知識の
適用における条件性 12 項目「例：知っているこ
とでも，どんな時に使えてどんな時に使えないの
かを知らなければ，ほんとうに知っているとは言
えない。」，知識の広い適用可能性 6 項目「例：私
が知っていることは，日常生活の色んな場面で使
うことが出来る。」，正当化された知識の実在性 5
項目「例：私が知っていることは，専門家によっ
て正しいことが認められていると思う。」）から
なっており，6 件法（1．まったくあてはまらな
い～ 6．非常にあてはまる）で回答を求めている。
本研究での実践により自問自答することや他者の
質問を共有することは，相対主義的認識論的信念
を高めると考えられることから，「知識の適用に
おける条件性」と「知識の広い適用可能性」の得
点が高くなり，「正当化された知識の実在性」の
得点は低くなることが予想される。また，質問生
成量の変化の大きい個人において，その傾向が顕
著になると考えられる。

Ⅲ　結果

　受講生のうち，事前テスト，事後テストを実施
した際に欠席したものや欠損値のあるものを除
き，124 名を対象とした。
　実施した 2 つの文章題材に難易度の差があるか
どうかを検討するために，事前テスト時の両題材

に対する質問の生成数に対して t 検定を行った。
その結果について有意な差は見られなかったが，
題材ごとに難易度の違いが想定されることから，
道田（2011）と同様に課題毎の質問総数データの
平均と標準偏差を元に，各受講生の質問個数を z
得点に変換し，題材による難易度の差をなくす操
作を行った。
1．質問の生成量の変化
　質生成量の変化について，どのような人が質問
の生成量を向上させているのかを検討するため
に，道田（2011）と同様に事前テストの質問量の
z 得点を元に全受講生を四分位点で 4 群に分けて
被験者間要因とし，事前テスト，事後テストでの
質問の生成量を被験者内要因とする二要因分散分
析を行った。その結果，群の主効果（F （3，120）
=61.44, p< .01），群と調査時期の交互作用（F （3，
120）=9.97, p< .01）がそれぞれ有意であった。
単純主効果検定の結果，下位群，上位群で調査時
期が有意であった。すなわち，下位群では，質問
量が事後テストで増加しており，上位群では逆に
質問量が減少していた。また，事前において，下
位群，中下位群，中上位群，上位群それぞれ差が
有意であったが，事後では，下位群，中下位群，
中上位群には差が見られなかった（表 1，図 2）。
　道田（2011）では，下位群だけでなく，中下位
群，中上位群においても質問量の向上が見られ
る（図 3）が，本研究では下位群のみ向上が見ら
れた。しかし，上位群の減少および下位群の上昇
は，道田（2011）でも指摘されているように，天
井効果，回帰効果の影響も考えられる。そのた
め，本研究の実践の効果を主張するには不十分な
結果と考える。
2．認識的信念の変化
　質問の生成量の変化と同様に，事前テストの質
問量の z 得点を元に全受講生を四分位点で 4 群に

表 1　本研究における調査時期別の質問量（事前テストでの質問量の四分位別）
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分けて被験者間要因とし，事前テスト，事後テス
トでの認識的信念を被験者内要因とする二要因分
散分析を行った。
　その結果，「知識の適用における条件性」では，
群の主効果，調査時期の主効果，群と調査時期の
主効果のすべてが有意でなかった。同様に，「正
当化された知識の実在性」では，群の主効果，調
査時期の主効果，群と調査時期の主効果のすべて
が有意でなかった。一方，「知識の広い適用可能
性」においては，群の主効果および群と調査時期
の交互作用は有意でなかったが，調査時期の主
効果（F （1，108）=5.77, p< .01）が有意であっ
た。単純主効果検定の結果，下位群，中上位群，
上位群で調査時期が有意であった。すなわち，下
位群，中上位群，上位群で「知識の広い適用可能
性」の得点が事後テストで高くなっている（表
3）。

Ⅳ　考察

　本研究の目的は，学生の質問力向上の授業法な
どの開発に向けた基礎研究として，自己発問を求
める授業を計画実施し，その効果を検討すること
である。大学の講義の受講生を対象に，学生の質
問力の変化について検討した結果，授業において
質問を記述する学生が増加するが，効果は限定的
であることがわかった。しかし，質問を促進する
ような認識論的信念の変化が一部で見られたこと
から，自ら生成した質問に対して，その問いに答
える（自問自答）の活動を通して，さらには，そ
の質問を全体で共有し価値づけていく活動を通し
て，学生の質問力を向上させることができる可能

性が示唆された。
　一方で，本研究の実践よりも，道田（2011）の
研究における実践の方が，次のような点で質問力
向上に効果的と考えられる。道田（2011）では，

（1）グループで発表を半期に 1 回行わせる。（2）
毎時間，発表に対して残りのグループがグループ
内で協議して一つ質問を作る。（3）発表グループ
が質問に回答する。（4）授業の最後に質問書を書
かせる。（5）いくつかの質問を選び，次回，授業
者と発表グループが回答する。といった場面が設
定されている。本研究では，個人ワークで一つ以
上質問生成をする必要はあったがある程度自発性
にゆだねられた場面であるのに対して，質問せざ
るを得ない状況が作り出されており，参加者一人
一人の責任性が極めて高い状況が作り出されてい
る。また，本研究では，質問―応答の活動を自問
自答という個人の中で閉じた活動としたのに対し
て，他者との質問―応答の活動が自然になされる
場面が多く設定されているのも特徴といえる。こ
のように道田（2011）の実践と本研究の実践の比
較した結果から，学習者の責任性を高める工夫，
他者との相互作用の中で質問―応答の体験をする
ことの重要性が指摘できる。
　また，本研究では，認識的信念「知識の広い適
用可能性」の得点が高まっており，実践の効果が
うかがえる。認識的信念の変化については，まだ
検討が進んでいないところだが，奈田・堀（2014）
の知識と経験との重ね合わせを推奨する講義の実
践では，変化が見られなかったことが報告されて
いる。そのことを考えると，本研究の実践は，認
識的信念に望ましい影響を与え，結果的に下位群
の質問の生成量の向上につながったと考えられる。

図 2�　本研究における調査時期別の質問量（事前
テストでの質問量の四分位別）

図 3�　道田（2011）における調査時期別の質問量
（事前テストでの質問量の四分位別）
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　今後の課題として，質問の質についての検討が
必要である。本研究の結果では，事前テストにお
いて質問生成数の多い上位群は，事後テストにお
いて質問数が減少する結果となっている。これ
は，道田（2011）と同様の結果ではあるが，そこ
でも質の向上の傾向が指摘されている。本研究で
は，中上位群，上位群でも認識的信念の高まりが
みられることから，実践の効果が期待される。つ
まり，質問生成量の減少が認められるものの，そ
れが量より質への転換のあらわれであり，質問の
質の向上という結果を指摘できれば，本研究の実
践の効果について，さらに検討することができる
と考えられる。
　白水（2014）は，Bruner の 4 つのフォークペ
タゴジーを引用しながら，私たちがこれまで学習
者を「模倣する者」「無知な受容者」として見る
学びのモデルを使いすぎており，その経験を頼り
に誤用しすぎた結果，「思考する者」「知識の運営
者」としての子どもの姿を見る機会を失っている
のではないかと指摘している。アクティブラーニ
ングへの関心が高まる中，学習者の活動を主体に
した授業の実現が求められている。今後，「思考

する者」「知識の運営者」として学習者を見る学
びのモデルを使った授業が増えることで，批判的
思考などの 21 世紀型スキルが育まれると考えら
れる。また，そのような授業が増えることで，質
問経験も増え，子どもの質問力は高まっていくと
予想される。今後，アクティブラーニングを取り
入れた授業実践における質問行動の分析を通し
て，質問行動の変化だけでなく，その実践の学び
の質の変化についても検討することができるだろ
う。
　これまでの質問行動研究に共通した問題点
は，質問行動がゴールとして捉えられていたと
ころにある。例えば，self-questioning としての
側面に注目した研究では質問を思いつくか否か，
academic help-seeking としての側面に注目した
研究では質問をするか否かに焦点があり，質問が
生成された後，あるいは表出された後，どのよう
な思考過程が引き出されたか，学習方略としての
定着や学習を促進する効果はあったのか，そのよ
うな思考が転移していくか否かについて十分に検
討されているとはいえない。今後は，授業方法の
提案だけでなく，これまでの研究を統合するよう
な枠組みを提案するために，これまで質問のみ切
り取られて研究されてきた活動を，「質問―応答」
という学習理解を促進し思考を深化させる過程の
中に再度位置づけ直し，実践研究を展開したい。
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